有価証券新規上場申請書
（内国指標連動型ＥＴＦ）

　　年　　月　　日提出
株式会社東京証券取引所
　代表取締役社長　殿
管理会社名　　　　　　　　　　　　印
代表者の　　　　　　　　　　　　　　
役職氏名　　　　　　　　　　　　　印

信託受託者名　　　　　　　　　　　印
代表者の　　　　　　　　　　　　　　
役職氏名　　　　　　　　　　　　　印

下記の有価証券の上場を申請します。
記
1．上場申請有価証券
	銘　　　　柄
	受益権口数
	１売買単位あたりの
口数

	
	口
	口



	信託元本の額
	信託元本限度額

	円
	円



（１）上場申請有価証券の状況
①連動対象となる特定の指標
	指標の名称
	

	算出者名
	



②上場申請日（当初設定日）現在の発行済受益証券
	申請（当初設定）日
	受益権口数
	信託元本の額
	ユニット数

	
	口
	円
	ユニット



（２）変更上場に関する事項
上場申請する受益権の総口数は、追加信託により上記信託元本限度額を分割した受益権の口数を上限として変動することがあります。当上限までの範囲までにおいては、当申請書をもって上場口数の変更に伴う変更上場申請とします。

２．その他
（１）根拠法令
公社債投資信託以外の証券投資信託
投資信託法施行令第１２条第１号
投資信託法施行令第１２条第２号

（２）管理会社の投資信託協会加入状況等
	会　社　名
	加入投資信託協会名
	委託された権限

	
	
	

	
	
	

	
	
	



（３）指定参加者
	会　社　名
	適格機関投資家
	取引参加者

	
	該当　・　非該当
	該当　・　非該当

	
	該当　・　非該当
	該当　・　非該当

	
	該当　・　非該当
	該当　・　非該当



（４）上場申請日以降上場日までの受益権口数の推移予定
	年月日
	増加受益権口数
	増加後受益権口数
	備　　考

	
	口
	口
	

	
	
	
	

	
	
	
	



（５）監査意見（上場申請銘柄に係る財務諸表等について）
現在の公認会計士名又は監査法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	
	期　
(　年　月　日～　年　月　日)
	期　
(　年　月　日～　年　月　日)
	期　
(　年　月　日～　年　月　日)
	期　
(　年　月　日～　年　月　日)

	公認会計士名又は監査法人名
	
	
	
	

	金融商品取引法に基づく財務諸表及び中間財務諸表に係る監査意見
	
	
	
	



（６）上場申請有価証券の指定振替機関における取扱いについて
取扱いの対象  ・ 取扱いの対象となる見込み

以　上

（記載上の注意）
当該「有価証券新規上場申請書」は、内国指標連動型ＥＴＦの書式です。内国アクティブ運用型ＥＴＦ、外国ＥＴＦ、外国ＥＴＦ信託受益証券、内国商品現物型ＥＴＦ、外国商品現物型ＥＴＦ及び外国商品現物型ＥＴＦ信託受益証券のための「有価証券新規上場申請書」は別様式となりますのでご注意ください。
　管理会社とは、有価証券上場規程第１００１条第８号に規定する管理会社のことをいい、信託受託者とは、同条第２７号に規定する信託受託者をいいます。
１．上場申請有価証券
（イ）信託元本の額、受益権口数は、上場日現在の見込み数値を記載してください。
（ロ）上場時の信託元本の額、受益権口数が確定した際には、直ちに当取引所所定の「上場申請有価証券確定通知書」を提出してください。
（１）上場申請有価証券の状況
②上場申請日（当初設定日）現在の発行済受益証券
上場日申請日現在に信託の設定がなされていない場合には、設定当初の見込み数値を記載してください。
２．その他
（１）根拠法令
有価証券上場規程第１１０４条第１項第２号aに規定する要件のうちいずれに該当するかを選択してください。
（３）指定参加者
　　「適格機関投資家」欄には、当該指定参加者が金融商品取引法第２条第３項第１号の適格機関投資家に該当しているか否かを記載してください。
（５）監査意見（上場申請銘柄に係る財務諸表等について）
（イ）「現在の公認会計士名又は監査法人名」欄には、上場申請日において監査契約を締結している公認会計士名又は監査法人名を記載してください。
（ロ）上場申請日から最近２年間に終了する計算期間について金融商品取引法に基づく監査を受けている場合、その監査報告書、中間監査報告書に記載された監査意見を記載してください。
（ハ）（イ）に規定する監査意見がない場合、表に代えてその旨及び理由を記載してください。
（６）上場申請有価証券の指定振替機関における取扱いについて
既に他の取引所に上場するなど、既に指定振替機関（㈱証券保管振替機構）の振替業における取扱いの対象である場合は「取扱いの対象」を、今後上場までに指定振替機関の振替業における取扱いの対象となる見込みである場合は「取扱いの対象となる見込み」を選択してください。
